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令和４年度
町の

財政状況
予算額

14,319,527
収入済額
7,254,794

町債

各種交付金

分担金及び負担金

繰入金

諸収入

繰越金

使用料及び手数料

地方譲与税

その他

579,800

1,167,326

383,458

422,263

271,844

395,388

163,871

154,860

42,743

町債

各種交付金

分担金及び負担金

繰入金

諸収入

繰越金

使用料及び手数料

地方譲与税

その他

0

643,069

135,037

300,000

81,924

395,388

86,501

40,380

9,085

県支出金

収入済
50.7%

（単位：千円）

歳入
町税

5,491,858

地方交付税
2,069,695

国庫支出金
2,188,712

県支出金
987,709

3,581,553

町税
3,634,590

地方交付税
1,453,456

293,489293,489

1,691,384

181,875181,875

国庫支出金

歳入
　予算額のうち、72億5,479万４千円（前年度同期72億6,381万９千円、902万
５千円の減）が収入済で、国・県支出金および町債など、下半期にその多くが収
入されるものがあるため、全体の収入率は50.7％（前年度同期52.1％）となって
います。

予算額
14,319,527

支出済額
5,635,732

消防費
商工費
農林水産業費

議会費
諸支出金
労働費
予備費

765,393
257,187

183,415
131,831
4,870
214

20,000

支出済
39.4%

（単位：千円）

歳出
民生費

5,496,278

衛生費
2,044,521

教育費
1,705,705

総務費
1,535,670

土木費
1,106,751
公債費

1,067,692

1,362,910

民生費
1,856,234

473,715 衛生費

698,384 教育費

705,993 総務費

488,392 土木費

518,270 公債費

894,744

消防費
商工費
農林水産業費

議会費
諸支出金
労働費
予備費

587,119
181,275

61,957
64,197

0
196
0

歳出
　予算額のうち、56億3,573万
２千円（前年度同期51億5,338
万7千円）が支出済で、環境セ
ンター運営管理事業（衛生費）
など、下半期にその多くが支出
されるものがあるため、全体の
執行率は39.4％（前年度同期
37.0％）となっています。

区 分
令和３年度末

現在高
（1）

令和４年
4 ～ 9月
借入額
（2）

令和４年
4 ～ 9月

元金償還額
（3）

令和４年9月末
現在高

（1）+（2）+（3）
町債借入金 8,765,092 0 511,277 8,253,815
一時借入金 0 0 0 0

◆ 町債借入金等現在残高の状況 （単位：千円）

（単位：千円）（単位：㎡）

区分 令和３年度末現在高
（1）

令和４年
4 ～ 9月増減高

（2）

令和４年
9月末現在高
（1）+（2）

土地 1,036,703.95 2,991.62 1,039,695.57
建物 108,357.70 0.00 108,357.70
合計 1,145,061.65 2,991.62 1,148,053.27

◆ 財産の状況 ◆ 各特別会計の状況

（単位：千円）◆ 住民の負担状況（町税の状況）
区分 予算額 収入済額 予算比 町民1人当たりの

負担額（円）

町民税 2,499,465 1,490,947 59.7% 33,738
固定資産税 2,640,219 1,890,805 71.6% 42,785
軽自動車税 114,651 119,147 103.9% 2,696
町たばこ税 237,523 133,691 56.3% 3,025

合計 5,491,858 3,634,590 66.2% 82,244

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、令和３年度の健全化判断比率および資金不足比率を公表します。
健全化判断比率・資金不足比率の公表健全化判断比率・資金不足比率の公表

◇用語解説◇
実質赤字比率／一般会計等に赤字がある場合に、その赤字の程度を指標化するもの。
連結実質赤字比率／�すべての会計の赤字額や黒字額を合算し、団体全体としての赤字額等がある場合に、その赤字額等の程度

を指標化するもの。
実質公債費比率／地方債の償還金等の大きさを指標化し、財政負担の程度を示すもの。
将来負担比率／一般会計等の地方債残高や団体が将来支払う可能性のある負担額を指標化し、将来の財政負担の程度を示すもの。
早期健全化基準／�平成20年度決算から前記４つの比率のうち１つでもこの基準以上になると、自主的な改善努力による財政健

全化を要する早期健全化団体となり、財政健全化計画の策定が義務付けられる。
資金不足比率／公営企業会計に資金不足がある場合、その額を公営企業の事業規模と比較し指標化するもの。

◆ 資金不足比率

備考　1.資金不足比率の「－」は、資金不足がないことを表す。
　　　2.�「備考」には、資金不足比率の算定に用いた事業の規

模について記載している。

特別会計の名称 資金不足比率（％） 備考

水道事業会計 － 令第17条第１号の規定により
事業の規模を算定

下水道事業
会計 － 令第17条第３号の規定により

事業の規模を算定

◆ 健全化判断比率

備考　1.�実質赤字比率および連結実質赤字比率の「－」は、実
質赤字または連結実質赤字額がないことを表す。

　　　2.�将来負担比率の「－」は、算定されないことを表す。
　　　3.括弧内の数値は、町の早期健全化基準を記載している。

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率
杉戸町 ―

（13.40）
―

（18.40）
7.4

（25.0）
―

（350.0）
(速報値)
埼玉県内
町村平均

― ― 7.1 13.8

※令和４年９月30日現在　（人口44,193人）

　令和６年４月に開設を予定している旧杉戸小
学校跡地活用事業の工事が12月に着手します。
このため、事業区域内の道路を廃止するととも
に、公園を利用停止します。工事期間中は、ご
不便をお掛けしますが、ご理解とご協力をお願
いします。

旧杉戸小学校跡地活用事業に伴う
道路の廃止および公園の利用停止について

規制内容　�旧町道93号線の廃止、中央児童公園
の利用停止

場所　杉戸三丁目地内（右図参照）
期間　12月15日㈭～令和６年３月（予定） 東武動物公園駅

古利根川

県道下高野杉戸線

県道堤根杉戸線至：伊勢崎・日光

至：春日部

国道４号

次
木
杉
戸
線

旧杉戸小学校
跡地

東武動物
公園駅前

本陣跡地前
中央児童公園の
利用停止

旧町道93号線の
廃止

位置図

区分 予算額
（A）

収入済額
（B）

支出済額
（C）

執行率
(B)/ (A) (C)/ (A)

国民健康保険 5,086,194 2,115,348 2,238,414 41.6% 44.0%

後期高齢者医療 713,933 244,753 207,747 34.3% 29.1%

介護保険 3,498,298 1,512,359 1,385,447 43.2% 39.6%

水道事業 （A） （B） （C） （B）/（A）（C）/（A）

収益的収入 1,136,105 483,152 − 42.5% −

収益的支出 1,098,013 − 355,587 − 32.4%

資本的収入 10 0 − 0.0% −

資本的支出 627,521 − 426,423 − 68.0%

下水道事業 （A） （B） （C） （B）/（A）（C）/（A）

収益的収入 857,552 276,026 − 32.2% −

収益的支出 868,576 − 234,630 − 27.0%

資本的収入 448,894 193,704 − 43.2% −

資本的支出 609,726 − 323,689 − 53.1%
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